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2004年5月21日 発行の 『週刊東洋経済』臨時増刊は、「日本経済を リー ドす る最強の名 古屋」

とい う特集 を組んだ。 「いま名古屋が注 目を集めている。貿易黒字の7割 を稼 ぎ、 日本の景気回

復 を先導。その底流 にある堅実な企業経営。開幕の迫 る愛知万博、新空港ー。元気な名古屋 を狙

い、大手資本 も次々と参入を始めた。名古屋の強 さの秘密を徹底解剖す る」1)とい うものだ。

愛知をはじめ とした東海地域 は、企業流出やバブル後遺症に悩む大阪を中心に した関西地域な

どと比べて、 とにかく元気がよい。東海3県 の製造品出荷額は、2001年 に初めて近畿2府4県 を

上回 った。 とりわけ愛知県の製造品出荷額 は27年 連続 して全国1位 をつづけ、有効求人倍率 も

1.32倍 と トップである。一方、大阪府の製造品出荷額は愛知県の半分以下、有効求人倍率は0.81

倍 にとどま り、失業率 も全国有数の高水準をつづけている。愛知県の1人 当た り県民所得は、好

調なモノづ くりを背景に90年 代半ばに大阪府を引き離 し、その後 も格差を広げつつある。

同 じ大都市圏のなかで、 こうした愛知 と大阪の地域経済の違い、 とりわけ1990年 代以降の構造

変化は注 目に値す る。そ こで本稿では、 「構造改革」下の地域経済の動向を概観 して、愛知 と大

阪 とい う大都市圏の地域経済を比較検証 していきたい。地域経済の動向に大きく左右 される地方

財政についても、市町村 レベルを中心に比較 して、地域経済 と地方財政 との関係について問題 を

提起 していく。

1、 「構造改革」下の地域経済の動向

2004年 版 『経済財政 白書』は第1章 「改革 とともに回復を続 ける日本経済」、第2章 「地域経

済再生への展望」、第3章 「グローバル化 の新たな課題 と構造改革」 とい う構成になっている。

ここ数年の 「構造改革」路線 と関連づ けて、第2章 で地域経済再生 をとりあげているのが注 目さ

れる。

回復局面にある日本経済だが、景況感にばらつきがある。それは企業部門の改善の動きが雇用、

資金面の改善に十分つながっていないことによるが、地域経済の回復状況に地域間で格差がある

ことも反映 している。1990年 代 においては、こうした地域経済の回復の遅れに対 して、公共事業

を中心に積極的な財政政策が推進 されて きた。 しか し、国 ・地方 ともに財政状況が急速 に悪化す

るなかで、財政支出の規模拡大はもはや限界にきている。公共事業依存の官 に頼った地域経済振



興は、地域経済の独 自性 を失わせて、長期的に必ず しも地域経済の発展につながるとは限 らず、

む しろ構造改革に逆行す る。そこで 白書では、地域の経済動向に影響を与える諸要因を概観 した

うえで、現在行われている構造改革特区をはじめとした地域経済再生の取 り組みが、 どのような

形 で地域の持続的発展に資するのかを検討 している。

図1に は鉱工業生産の伸びが地域 ごとに示 してある。東海が最 も高 く、四国が最 も低 くなって

いる。大都市圏のなかでも、東海に比べて関東や近畿 も低い水準にある。高い生産の伸びがみ ら

れ る地域 では、 とくに輸出関連やデ ジタル家電関連の生産が地域全体の生産 を押 し上げてい

る。2)中部(東 海)で は、電子部品 ・デジタル家電関連の生産 も増加 しているが、それに加 えて、

輸出向けを中心 とした輸送機械の生産 も地域の生産増加 に寄与 している。 この中部や中国地方を

中心にして、輸出依存度が高い地域ほど鉱工業生産増加率が高い。今回の 「回復局面」では、電

気機械や輸送機械 など輸出や国内需要の堅調 さに支えられた業種の生産の回復が他の業種 に先行

した。その結果、好調業種が多 く立地す る地域の生産が他の地域に先ん じて回復す ることになっ

た。

2001年6月 に閣議決定 された 「今後 の経済財政運営及び経済社会の構造改革 に関す る基本方

針」、いわゆる骨太の方針により 「構造改革」が推進 されている。改革の柱の一つが公共事業で

あり、特殊法人見直 しな どとともに、3)投資規模の縮減が進 められた。

国の公共事業の規模 について、2006年 度までの間、大幅に拡大 した以前の1990年 代初頭 の水準

を 目安に縮減が図 られてきた。国の一般会計の公共事業関係費は2001年 か ら減少をつづけ、2004

年度予算では7.8兆 円となっている。1993年 度 には13.7兆 円、1998・99年 度で も13兆 円であ りヽ

6割 ほどの規模 となっている。それでもバブル時代の1990年 度(7兆 円)の水準を上回ってお り、

バブル崩壊後の投資拡大を示 している。地方 を含む一般政府 の公共投資の規模 もこれ に合わせて

縮小 してきてお り、2002年 度 には対GDP比 で4一6%と なっている(図2)。1990年 代前半には6%

を超える水準であったので、かな り落ち込んできたことがわかる。



公共事業の削減は、地域的 には地方圏ほ ど影響が大きい。図3の よ うに、1人 当た り県民所得

と公共投資額 との関係 をみると、1960年 代には両者の間に明確な関係はみ られなかった。それが

1990年 代には所得水準が低い県で公共投資が多 くなってお り、所得の低い地域 ほど公共事業への

依存が高まっている。地域経済に占める公共事業の位置や機能が変化 して、社会資本整備 よりも

雇用の維持や所得格差是正が重視 され ることになる。 これは公共投資や公共事業の経済効果をめ

ぐる議論にも関係 してくる。



1990年 代の公共事業 と社会資本整備は、計画面では大都市圏が重視 され る。国際化や情報化が

進展す るなかで、グローバル な 「世界都市」戦略に都市社会資本が位置づ けられた。1998年 に策

定された 「21世紀の国土のグラン ドデザイン」、五全総では従来の 「地域格差の是正」論 を事実

上や めて、「地方の 自立」論に転換 し、「大都市の リノベー ション」が主要戦略の一つ とされた。

1999年2月 の経済戦略会議の最終報告では、「都市の生活環境改善 と国際競争力の向上」を戦略

プロジェク トとした。国家戦略 として都市社会資本の重点整備が位置づけられ、2001年5月 以降

の都市再生戦略へ と継承 されてい く。

こ うして計画 レベルでは、都市社会資本がこれまで以上に重視 されてい くが、実際の投資動向

は大都市圏よ り地方圏の方が大きな伸びをつづけた。バブルが崩壊 した1990年 代半ば以降、大都

市圏の 自治体は深刻な財政危機 により大幅な単独事業削減を余儀なくされた。その一方で、地方

圏は国の景気対策の大合唱のもとで、補助事業 とともに単独事業を拡大 していった。地方債 と地

方交付税をセ ッ トにした、単独事業を拡大させる財政誘導も地方圏に強 く作用 した。景気対策の

名による政治主導のバ ラマキ型 の公共事業拡大は、地方圏ほ ど顕著であった。4)

こうして公共事業依存度の高い地方圏ほど、景況感が弱い傾向がみ られ、構造改革のもとでの

公共事業削減の影響が強 くあらわれている。それでは公共事業依存度が高 くない同 じ大都市圏に

おいて、なぜ大阪 と愛知でかな りの格差が生 じているのであろうか。2つ の大都市圏の地域経済

を比較 していくことに しよう。

2.大 都市圏の地域経済の比較

1970年 代以降の地域経済の構造変化について、大阪府立産業開発研究所による 『大阪の中 ・大

規模 工場の生産機能変化』(2002年)と い う調査報告書から大まかな特徴をみていこ う。 この調査

は製造業の不振は大阪経済に とって看過できないとし、全国 ・他地域(愛 知 ・神奈川 ・東京)と 比

較 した大阪にお ける中 ・大規模工場の生産機能 とその変化を明 らかに し、今後の方策を考えるた

めに実施 されたものである。

1975年 以降の鉱工業指数(前 年比)か らみると、大阪府の伸びはすべての年度で全国を下回って

いる。毎年 の格差が累積 してい くわけで、大阪における製造業の不振の深刻 さを示 している。金

額ベースの製造品出荷額等か ら、大阪府の対全国シェアの推移 をみても大きく低下 している。高

度成長期の1970年 に11.3%あ ったシェアが、80年 には8.9%、90年 には7.6%、2000年 には6%近

くまで落ち込んでい る。その一方、愛知県では9.2%か ら11下4%へ と逆 にシェアを高めてお り、

神奈川県 も低下気味だが大阪府 ほどではない。伸び率でみて も、大阪府は1970年 代以降いずれの

期間においても全国を下回っている。 こ うして 「大阪経済は製造業では リーデ ィング産業を抱 え

る愛知 ・神奈川に適わず、非製造業や本社部門では首都 としての中枢管理機能をもつ東京に格差

をつけられ、いずれに しても振るわなかった」5)のである。



製造業の出荷額の伸びの格差について、規模別に比較す ると次のような傾 向が指摘できる。従

業者規模別 に大規模(300人 以上)層 と中小規模(300人 未満)層 とに分けると、全国では大:中 小が

ほぼ1:1な のに対 して、大阪府ではお よそ1:2の 比率 となってお り、中小規模層の ウェイ ト

がかな り高いことがわかる。一方で、愛知県や神奈川県ではおよそ2:1で 大規模層の構成比が

高い。

こうした規模別の伸びを比較す ると、1970年 代 と80年代では主に大規模層での不振が累積 し、

バブル崩壊後の1990年 代には中小規模層 を中心 とした落 ち込みが著 しかった(図4) 。その背景 と

しては、1970・80年 代には府外への工場移転や海外進出による流出が大規模層 を中心 として発生



し、1990年 代にはいわゆる 「空洞化」の影響が中規模層に対 して顕著にあ らわれた。製造拠点の

海外移転が進むなかで、国内における製造業の衰退、た とえば下請企業が受注を失い、倒産 ・廃

業 してい くといった 「空洞化」問題がクローズア ップされてくる。バブル崩壊 とその後の長期 に

わたる不況の度合いは石油危機 時をも上回るもの とな り、現在まで製造業の事業所数は減少傾向

がつづいている。

愛知の製造業は、従業者300人 以上の大規模層で出荷額 の伸びが大阪をかな り上回っている。

とりわけ1970年 代の伸びが著 しく、80年 代においても伸びは鈍化 したが、大阪 との格差を広げて

いる。90年 代には愛知の出荷額 もマイナスとなったが、大規模層の落ち込みは神奈川や大阪に比

して軽微である。 これは トヨタ自動車を中心に した輸送機械 が高い伸びをつづけ、それが中小規

模層 にも波及 していることによる。90年 代に出荷額の落ち込みが 目立つのは、大阪では中小規模

層、神奈川では大規模層である。

製造業の業種別比較か らも大阪の特徴が明らかになる。 業種別に1970～90年 までの20年 間の

「成長格差」 を比較す ると、大阪は成長業種の立地が薄いことがわかる。一方で愛知は相対的に

上方に位置す る産業が多 く、とりわけ高い集積がみ られる輸送機械が成長 を牽引 している。神奈

川についても、大阪 よりは相対的に分布が上方に位置 してい る。また電気機械、石油 ・石炭、輸

送機械 といった リーディング産業の高い集積がみ られる。 「大阪には、このよ うなリーデ ィング

産業の集積がなく、化学な どの素材型産業や、繊維 ・衣服な どの成熟的産業は成長性 に乏 しかっ

た。大阪は、多種多様 な産業 ・業種が幅広 く立地 していた ことが特徴であ り、かつてはそれが

『強み』であったかも知れないが、結果 としてこのような産業構造が 『弱み』 となって しまった

のである。」6)

3.地 域経済 と地方財政

このような地域経済の構造変化が、地方 自治体の財政にどのように反映 しているのか。地方 自

治体の財政は都道府県 と市町村に大別できるが、ここでは大都市(指 定都市)を 除 く市町村 レベル

に焦点 をあてたい。

大阪市を除 く大阪府内43市 町村の財政状況は厳 しいもの となっている。2002年 度決算をみ ると、

赤字団体は9市 、赤字額は約129億 円であ り、黒字額を差 し引いた実質収支の合計は66億 円の赤

字 となっている。全国の都道府県で市町村の実質収支が赤字なのは、大阪府 のみである。全国で

実質収支が赤字の市町村は23団 体あるが、その うち府内市町村が9団 体を占めている。

財政のゆ とりや弾力性 を示す経常収支比率は、97.3%と なってお り、全国平均(87.4%)を10ポ

イン ト近 く上回っている。長引く景気の低迷で税収が5年 連続で減少するなかで、扶助費や公債

費の増大がつづいて、財政構造の硬直化が進行 して弾力的な財政運営 を困難 にしている。経常収

支比率の段階区分 による団体数をみる と、100%以 上の団体が12団 体、全体 の28%を 占めている。



90%以 上の団体は37団 体、全体の86%を 超 える団体 となっている。こ うした傾向は1990年 代前半

か らつづいてお り、財政構造の硬直化はきわめて深刻 な状況にある。大阪府下の市町村は、中心

に位置す る大阪市だけでなく、周辺の衛星都市において も 「成熟都市」化が急速に進んでお り、

それが財政ス トレス現象や財政硬直化をもたらしている。7)

愛知県下の市町村の財政状況は、大阪府 とは様相 をかな り異に している。2002年 度の実質収支

は504億 円余 りの黒字あ り、76年 度か ら27年 連続で全団体が黒字決算をつづ けてお り、全国の赤

字団体の3分 の1近 くを占める大阪府 とは対照的である。経常収支比率は県計83.1%、 その うち

名古屋市93%、 都市77.3%、 町村78.1%と なっている。100%以 上の団体はなく、90%以 上は87

市町村のなかで2市 、3町 村に とどまる。全国でも有数の財政力をもつ豊 田市の経常収支比率は

55.2%と い う低い水準にある。90%以 上の団体が大半を占めている大阪府の市町村 とは、財政硬

直化の進行状況に大きな違いが見 られ る。愛知県 『市町村行財政のあ らま し』 においても、「特

に、経常収支比率等の様 々な財政分析指標 を全国市町村の平均 と比較す ると、個別には問題 を抱

える団体があるものの、全体的には県内市町村の健全性 を うかが うことができる」 と指摘 してい

る。



こ うした愛知県下における市町村財政の健全性 とともに、財政力の高 さも注 目される。図5は

名古屋大都市圏に位置す る自治体の財政力指数(1995～7年 度)を 地図上に示 したものである。黒

く表示 されている財政力指数1.0以 上の 自治体は名古屋市東部の西三河地方、南部の知多半島、

北部の春 日井 ・小牧あた り、それに渥美半島の田原市、三重県の四日市市周辺 に多 く分布 してい

る。 とりわけ豊田 ・岡崎 ・刈谷 をは じめ とした西三河地方 に財政力指数が高い自治体が集積 して

いるのが 目立つ。

2002年 度の普通交付税の不交付団体は、都道府県では東京都のみ、市町村では104団 体、その

内訳は都市52団 体、町村52団 体である。市町村の不交付団体を都道府県別にみると、愛知県の22

団体を最高にして、神奈川県13、 静岡県11、 千葉県8な どがつづ く。総 じて太平洋ベル ト地帯に

多 く、3大 都市圏が全体の半数近 くを占めている。大阪府は5団 体であ り、愛知県の4分 の1に

とどまる。大阪府の不交付団体の一つに泉佐野市があるが、関西新空港の対岸部に位置 して、税

収基盤が拡大 したことによるが、その一方で巨額の借金により公共事業 を拡大 して、財政再建団

体への転落 も懸念 されている。

参考までに愛知県の不交付団体を示 しておこ う。 岡崎市 ・碧南市 ・刈谷市 ・豊 田市 ・安城市 ・

西尾市 ・小牧市 ・東海市 ・大府市 ・知多市 ・日進市 ・長久手町 ・豊山町 ・西春町 ・春 日町 ・大 口

町 ・飛島村 ・武豊町 ・幸田町 ・三好町 ・藤岡村 ・田原町の22市 町村である。 これ らは図5の 分布

にほぼ重なってお り、地域的には西三河地方に多 く、製造業などの工場や輸出拠点、火力発電所

や空港、住宅などが立地 している。愛知県の工業集積が財政力にも明確に反映 しているわけで、

大阪府 との違いが市町村財政からも指摘できる。

4.地 域経済 と地域政策― 愛知の強さと脆さ

以上、い くつかの指標から検証 してきたように、同じ大都市圏にあっても大阪と愛知 との格差

が明確 にあ らわれている。 「最強の名古屋」 と愛知 の強 さばか りが注 目されているが、はた して

脆 さはないのか。
り

共立総合研究所が2004年7.月 に発表 した調査 レポー ト 「データマ ップで見る東海地方の成長地

域」は、興味深い情報 を提供 している。 レポー トでは都市圏別の成長力ランキングを示 してい る。

それによると、成長力 ランキングは岡崎 ・豊 田 ・刈谷 といった自動車産業が集積す る西三河地域

の都市圏が上位に並び、名古屋都市圏の成長力は16都 市圏中13位 にとどまった。 こうしたデータ

マ ップに より、今 日の東海地方の元気 さの中心は 「愛知県西三河地方 と名古屋市の東部隣接地

域」 とみ るべ きであ り、「名古屋」を名古屋市、あるいは名古屋市への従属性 が とくに強い 「名

古屋都市圏」 とした場合には、"元 気な名古屋"と い う表現は必ず しも実態 を表 していない と指

摘 している。9)

「最強の名古屋」の実態は、 トヨタ自動車を中核に自動車産業が集積 した豊田市をは じめとし



た西三河地方であ り、繊維 など地場産業が集積す る尾張地方などでは地域経済の衰退が 目立って

いる。一宮市の紡績会社社長によると、最盛期だった20年 ほど前に22億 円あった売上高は、この

3月 期決算では7億 円に減 り、回復の見通 しが立たない。従業員もこの間100人 か ら40人 に絞 り、

利益を確保 しているとい う。10)

名古屋駅前を中心 とした大規模 な都市再開発、開発 ラッシュの一方で、 「ス トロー現象」で周

辺の岐阜市や四 日市市の繁華街の衰退は深刻 さを増すばか りである。岐阜市のオフィス ビルの空

き室率は1995年 末、名古屋駅前 と変わ らない5.3%だ ったが、2004年3月 には19.8%に 跳ね上が

った。四 日市市の2003年11月 の調査では、近鉄四 日市駅周辺の休 日の歩行者数は93年 に比べ3分

の1に 減 った、,11)

国土交通省による 『名古屋大都市圏の リノベー ション ・プ ログラム』において も、次のよ うな

問題が顕在化 しつつあると指摘 している。①都市圏全体としての経済活力低下の懸念、②都市的

魅力の不足、都市圏中心部の魅力 ・求心力の弱 さ、③周辺拠点都市の活力 ・自立性の低下、④市

街地の拡散、 自然環境の悪化、⑤現在一定の国際性 はあるが、将来的には国際競争力の相対的な

低下の懸念、 ⑥大規模 災害などに対す る懸念。 こ うした問題に対処す るために、「自立 した個性

的な都市が連携 しつつ、 ものづ くり産業を基盤 とす る国際的な都市文化を擁 し、同時に、地球環

境問題 にも呼応 して自然資源や農業、歴 史文化 と共生す る豊かな生活の場 となるような21世 紀に

ふ さわ しい世界に開かれた自立型の都市圏。『世界ものづく り・文化都市圏』」を将来像 として描

いている。12)

愛知県は2004年3月 に 『国際交流大都市圏構想』 を発表 した。 「この地域 は、2005年 における

中部国際空港の開港による世界 との直結性の向上、愛知万博の開催による地球規模 の情報発信 と

交流機会の増大に加 え、 ものづ くり産業の世界展開に伴 う産業経済面での人的交流の急速な拡大、

名古屋等の国際港湾機能の充実な どにより、国際的な活動の拠点地域 となる優位な条件が高ま り

つつある。 この構想は、 こうした動きをさらに加速 し、この地域の地球規模 での交流拠点性 を向

上 させ、それによって地域の活性化を図ることを 目的として策定す るもの」で、 「世界的な交流

拠点地域の形成」をめ ざす とした。13)

華やかな面ばか りが強調 され る愛知 ・名古屋の経済や地域開発だが、このまま順調 に推移す る

のであろ うか。予想 され る問題点 とこれか らの主な課題を2つ あげてお こう。

第1に 「ポス ト2005年 問題」である。大規模プロジェク ト、 とりわけ空港や万博関連事業に と

もな う財政負担 をは じめ として、 「大規模 プロジェク ト後遺症」に どう対応 してい くかである。

愛知県ではポス ト2005年 を見据 えた構想を とりま とめているが、地元負担膨張の構図による大規

模プロジェク トの後遺症への対応、持続可能な地域政策 ・財政改革の視点が重要 といえよう。

第2に 、 自動車産業に特化 した産業構造や 「クルマ社会」、外国人労働者 に依存す る就業構造

やその負担 など、構造上の 「強さ」 と 「脆 さ」を抱 えた地域経済 ・地域社会をどう改革 してい く



のか、 中長 期的 に も解決 すべ き課題 は多い。
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